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序　　文

　インドネシア共和国は、第６次５か年計画において石油依存体質からのより高度な脱却を実践

し、鉱業・エネルギー製品の多様化を図ってきました。この政府計画に基づき、全エネルギーに

占める石炭の比率は、1987年の約４％から1997年の８％にまで倍増し、今後もその増加が期待さ

れています。一方、国家電力計画では、石油、天然ガス、その他利用可能な資源の制限理由によ

り、2020年までに全電源の60％から70％は、石炭火力発電になると予測しています。また、我が

国は、石炭総輸入量の約１割（1998年度実績）を同国から輸入しており、その輸入量は年々増加

する傾向にあります。このように、同国の石炭資源は、国内のエネルギー政策と輸出政策といっ

た面において非常に重要な地位を占めています。

　しかしながら、インドネシアの現在の採炭方法は、98％が露天掘によるものであり、推定埋蔵

量366億トンという豊富な坑内掘対象地域に賦存する高品質の石炭資源に対し、オンビリン炭鉱を

はじめとするごく限られた炭鉱のみが坑内堀を実施しているに過ぎず、その採炭技術も未整備の

状態にあります。しかし、安定した資源供給の観点から、採炭技術の近代化による生産量の増大

とそれに携わる坑内掘技術者の育成が緊急の課題となっています。以上のことから、インドネシ

ア政府はこの現状を早急に改善するために、1998年12月15日、坑内堀炭鉱運営に不可欠な専門技

術習得のための総合的な人材育成機関の設立を目的としたプロジェクト方式技術協力を我が国に

要請してきました。

　我が国は、この要請に応えて2000年３月６日から３月16日にかけて事前調査団を派遣し、要請

の背景、協力の妥当性、協力の規模等を調査し、確認・合意できた事項について協議議事録

（M/D）に取りまとめ、署名・交換を行いました。

　本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものであります。ここに、本調査団の派遣に

関しご協力をいただいた、日本並びにインドネシア両国の関係各位に対し、深甚なる謝意を表す

るとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。

　2000年３月

国際協力事業団

理 事 　 大 津 　 幸 男











目　　次

序文

写真

プロジェクト位置図

第１　事前調査団の派遣 …………………………………………………………………………　1

　１－１　調査団派遣の経緯と目的 ……………………………………………………………　1

　１－２　調査団の構成 …………………………………………………………………………　1

　１－３　調査日程 ………………………………………………………………………………　2

　１－４　主要面談者 ……………………………………………………………………………　3

第２　調査・協議結果 ……………………………………………………………………………　5

第３　調査団所見 …………………………………………………………………………………  18

　３－１　主要協議結果 …………………………………………………………………………  18

　３－２　プロジェクト実施計画 ………………………………………………………………  19

　３－３　相手国のプロジェクト実施体制 ……………………………………………………  21

　３－４　専門家の生活環境 ……………………………………………………………………  24

　３－５　総括 ……………………………………………………………………………………  25

第４　インドネシアの石炭産業の現状 …………………………………………………………  26

　４－１　石炭産業の歴史的変遷 ………………………………………………………………  26

　４－２　石炭資源 ………………………………………………………………………………  26

　４－３　生産方法 ………………………………………………………………………………  27

第５　採掘技術の移転 ……………………………………………………………………………  31

　５－１　技術移転の基本計画 …………………………………………………………………  31

　５－２　技術協力の妥当性 ……………………………………………………………………  34

　５－３　協力実施にあたっての留意事項 ……………………………………………………  34



付属資料

　資料１　協議議事録（M/D） …………………………………………………………………  37

　資料２　要請書 …………………………………………………………………………………  84

　資料３　議事録 …………………………………………………………………………………  91

　資料４　インドネシア共和国石炭生産拡大のための人材育成M/P調査……………………  97

　資料５　長期生産計画と人員計画 …………………………………………………………… 109

　資料６　インドネシア石炭統計資料 ………………………………………………………… 110

　資料７　石炭鉱業技術向上プロジェクト事前調査団収集資料リスト …………………… 122



－1－

第１　事前調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　インドネシア共和国政府は、第６次５か年計画（1994～1998年度）において石油依存体質の脱

却のさらなる推進を実行してきており、鉱業・エネルギーの製品多様化は主要政策のひとつとなっ

ている（第７次５カ年計画は政権交代により策定されていない）。同国の全エネルギーに占める

石炭の比率は、1987年の約４％から1997年の８％へと倍増し、国家電力計画では、2020年には、

全電力の60％から70％は石炭火力発電になるとしており、エネルギー供給と輸出産業育成の両面

から石炭資源の重要性は高い。

　現在、同国での採炭方法は98％が露天掘によるものであるが、石炭埋蔵量366億トン（推定）、

可採埋蔵量50億トンという資源量の多くは、高品質、高カロリーれき青炭であり、坑内掘対象地

域に賦存しているため、2020年には全生産量の20％が坑内堀に移行すると見通されている。国際

協力事業団は1996年１月から1997年２月までの間、３回にわたり調査団をインドネシアに派遣し、

「石炭生産拡大のための人材育成M/P調査」を実施した。調査報告書ではインドネシアの石炭産業

において、坑内炭鉱技術が未熟であり、技術者も不足しており、人材育成が急務となっているこ

とから、開発、採掘、保安、選炭等坑内炭鉱に必要な専門技術習得のための総合的な人材育成機

関の設立が提言された。

　このような要請背景を基に、インドネシア政府は、日本政府に対し、石炭鉱業技術訓練センター

設立のための技術協力を要請してきた。この要請を受け、インドネシア側関係機関との協議を通

じて要請の背景、計画の妥当性、協力の基本計画等を調査し、プロジェクト実施の可能性を確認

し、協議結果を協議議事録（Minutes of Discussions）に取りまとめることを目的として事前調査

団を派遣した。

１－２　調査団の構成

氏  名 担 当 分 野 現     職 

佐野 美則 団長・総括 国際協力事業団 専門技術嘱託 

塩見 良平 技術協力計画 
通商産業省 資源エネルギー庁 

石炭・新エネルギー部 石炭課 海外業務班長 

立野 博昭 技術移転計画 住友石炭鉱業株式会社 顧問 

柿田  毅 機材・研修計画 
三井鉱山エンジニアリング株式会社 

資源開発第１部 課長 

吉田  徹 プロジェクト協力企画 
国際協力事業団 鉱工業開発協力部 

鉱工業開発協力第二課 職員 
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１－３　調査日程

日順 月 日 日    程 宿 泊 地 

１ ３月６日(月) 移動  JL725（成田 10:55 発→Jakarta16:25 着） Jakarta 

２ ７日(火)  9:00 JICA事務所打合せ 

13:00 鉱山エネルギー省表敬 

14:30 鉱山総局表敬 

Jakarta 

３ ８日(水) 移動  Jakarta（08:00）→Bandung（11:30） 

13:00 鉱業技術人材開発センター（MDCM）協議 

    （要請内容確認、背景調査） 

Bandung 

４ ９日(木) 移動  Bandung（08:00）→Jakarta（11:30） 

移動  GA162（Jakarta13:40 発→Padang15:20 着） 

Padang 

５ 10 日(金) 移動  Padang（08:00）→Sawahlunto（10:30） 

13:30 オンビリン鉱業専門学校（OMTC）協議 

    （プロジェクト実施体制の確認） 

Sawahlunto 

６ 11 日(土)  8:00 オンビリン鉱業専門学校（OMTC）視察 

移動  Sawahlunto（12:30）→Padang（15:00） 

移動  GA163（Padang16:00 発→Jakarta17:40 着） 

Jakarta 

７ 12 日(日) ミニッツ案作成 Jakarta 

８ 13 日(月)  9:00 鉱山総局、鉱業技術人材開発センター協議 

    （機材計画） 

Jakarta 

９ 14 日(火) 午前 鉱山総局、鉱業技術人材開発センター協議 

   （ミニッツ確認） 

午後 ミニッツ作成 

Jakarta 

10 15 日(水)  9:00 鉱山総局ミニッツ締結 

11:00 JICA事務所報告 

12:00 日本大使館報告 

15:00 BAPPENAS表敬 

移動  JL726（Jakarta23:45 発→） 

（機中泊） 

11 16 日(木) 移動  JL726（→成田 8:35 着） － 
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１－４　主要面談者

＜インドネシア側＞

１）Ministry of Mines and Energy (MME)

Mr. Ir. Roes Aryawijaya Supardi Surowardoyo, M. Sc. Head, Planning Bureau

Mr. Theo Herutomo Staff, Planning Bureau

２）Directorate General of Mines (DGM)

Mr. Ir. S. Suryantoro, M. Sc. Director General

Mr. Nasri Yunus Anis, SH Secretary

３）Directorate of Coal (DOC)

Mr. Ir. Soedjoko Tirtosoekotjo, MS. Msc. E. Director

Dr. Ir. Boni B.S.N. Siahaan Head, Sub Directorate

of Utilization

４）Directorate of Mining Enterprise Development (DMED)

Dr. Ir. Simon F. Sembiring Director

５）Mineral Technology Research and Development Center (MTRDC)

Mr. Nursaleh Adiwinata, M. Sc. Director

６）Manpower Development Center for Mines (MDCM)

Mr. Ahmad Thabri Akma, M.E. Head

Dr. Ir. Irwan Bahar Coordinator

Mr. Mulyono Hadiprayitmo, Msc. Head, Mining Engineering

Manpower Division

Mr. M. Ridha Sanusi, ME Head, Administration and

Management Manpower

Division

Mr. Zul Ichwan, M.E. Head, Mineral Processing

Sub Division

Mr. Drs. Eppy Wahyu Parma, B.E. Head, Safety and

Environment Section

Sub Division

Mr. Drs. Wawan Supriatna Chief, Programming and

Reporting

Mr. Drs. Wawan Supriatna Chief, Programming and

Reporting
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Mr. Nasrul Siregar, S.H. Functional/Instructor

Drs. Dedih Budiman Head, Data Information and

Library Management

Manpower Section

７）Ombilin Mines Training College (OMTC)

Drs. Asmara Karma Deputy Principal

８）PT Bukit Asam (PTBA) Unit Pertambangan Ombilin (UPO)

Ir. Arifin Thaib Deputy General Manager

Ir. Dadzui Ismail Safety Manager

Ir. Eko Budhiwijayanto Underground Manager

Mr. Max Alexander, B.E. Mechanical Manager

９）State University of Padang

Drs. H. Mardi Rasyid, M. Ed Dean F.T. WNP

Dr. Z. Mawardi Effendi. M, Pd. Deputy Lecturer for Academic

Affair

Prof. DR. A. Muri Yusuf. M. Pd Lecturer

＜日本側＞

１）Embassy of JAPAN

Mr. Koji HACHIYAMA

２）JICA Expert to Directorate of Coal (DOC)

Mr. Katsuhiko SEO

Mr. Masafumi UEHARA

３）JICA Indonesia Office

Mr. Hiroyoshi IHARA

Mr. Kazuhiro YONEDA

Mr. Hiroo TANAKA
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要　請　内　容　等 対　処　方　針 調査・協議結果

１　要請の背景

(1) 国家計画

(2) 現状と課題

１）現状

１　全エネルギーに占める石炭の比率

は、1987年の約４％から1997年の８

％に倍増し、政府計画において今後

も著しく増大するとしている。

２　国家電力計画では、2020年には全

電源の60-70％は火力発電としてい

る。

３　インドネシア政府は、1997年の通

貨危機以降、貴重な外貨獲得手段と

して石炭輸出を奨励している。

４　日本の石炭総輸入量（1998年実

績）の約１割はインドネシアからの

輸入である。

１　石炭埋蔵量は推定366億トン、可

採埋蔵量は50億トンである。

２　石炭生産量は現在約6,500万トン

であり、今後9,700万トン（2000

年）、１億8,900万トン（2020年）

と増加する見込みである。

３　石炭産業従事者は1999年に７万

1,000人であり、今後９万4,000人

（2010年）、13万5,000人（2020

年）と増加する見込みである。

（JICA開発調査）

 左記について、以下の最

新の統計資料を入手する。

・石炭の開発計画

・石炭の生産統計

・石炭の利用実績（電力、

製造業、燃料等）

・石炭の輸出統計（国別）

　左記について、課題の解

決に向けての施策を聴取す

る。

 インドネシアにおける石

炭埋蔵量の表現方法（確

定、推定、予想等）につい

て聴取する。

 左記について、石炭局

（DOC）より経済危機後の
最新の資料を入手した。概

要は以下のとおり。

１　1999暦年の石炭生産量

は7,360万トンである。

（うち輸出は5,520万ト

ン、国内向けは1,840万

トン）

２　2003暦年の石炭生産量

は１億960万トンと見通

されている。（うち輸出

は7,970万トン、国内向

けは2,990万トン）

３　1 9 9 8年度の全エネル

ギーに占める石炭の比率

は10％である。

４　1998年度の全電源の34

％は火力発電である。

５　1999暦年の石炭輸出量

5,520万トンのうち、1,300

万トン（約24％）は日本

向けである。

石炭開発政策を"Coal will
be developed to fulfill do-
mestic energy and export
need as far as possible to
replace the use of oil"とし
ている。（石炭局資料）

　インドネシアにおける石

炭埋蔵量の表現方法は以下

のとおり。

１）Minable
（可採埋蔵量）

２）Measured
（確定埋蔵量）

３）Indicated
（推定埋蔵量）

４）Inferred
（予想埋蔵量）

第２　調査・協議結果
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要　請　内　容　等 対　処　方　針 調査・協議結果

２）課題

(3) JICA開発
　調査

　「インドネシ

　ア共和国石炭

　生産拡大のた

　めの人材育成

　M/P調査
　(1997年3月)」

１）設立場所

１　現状では、石炭生産の大部分は露

天掘生産となっているが、2020年ま

でには、石炭生産額の約20％が坑内

掘生産と予想されている。（JICA
開発調査）

２　2020年までに坑内掘技術者の10倍

増（1996年5,000人→2020年５万

人）が必要となる。（JICA開発調
査）

（提言内容）

　炭鉱数及び坑内掘炭鉱数、石炭生産

量を考慮し「設立場所としては、特に

東カリマンタンは最適の位置」として

いる。

 要請書におけるプロジェ

クトサイト選定の経緯を聴

取し、類似機関設立予定の

有無、役割分担や予算配分

で競合する可能性について

確認し、M/Dに記載する。

５）Hypothetical（仮想埋
蔵量）

１　インドネシアの石炭埋

蔵量は388億7,000万トン

（推定、予想、仮想の合

計）である。

２　上記石炭埋蔵量のうち

約45％がスマトラ、55％

がカリマンタンに存在す

る。

　坑内掘の割合の推移見通

し及びそれに伴う人材育成

計画は今後作成することと

している。

（サイトの選定の理由）

インドネシア側より

１）既存施設が活用できる

２）操業中の坑内炭坑が近

くに存在する

３）石炭埋蔵量の45％がス

マトラにある

４）ジャカルタからの距離

がカリマンタンより近い

との回答があった。

　その他調査団は

５）インドネシアが地方分

権をすすめる中、西スマ

トラ州政府の協力が得ら

れる

６）パダン大学が地質鉱山

学科の設立準備のため講

師を養成しており、相互

の協力関係を構築できる

７）石炭産業を育む土壌が

ある

８）治安は良好である

　という点を確認した。
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要　請　内　容　等 対　処　方　針 調査・協議結果

２）訓練生の

　確保

　「各炭鉱から受講者をより派遣しや

すいような以下の対策が必要である」

としており、資格制度との関連では以

下のとおり。

　「炭鉱関連の職員及び作業職には坑

内外技術職員の国家試験や鉱山作業職

に必要な有資格等の取得を義務づけ、

訓練センターにてこれら試験、資格取

得のための講習を実施し、修了証を発

行する」

 オンビリン鉱業専門学校

（OMTC）の研修生確保の
見通しとその根拠、また関

連してインドネシア国にお

ける坑内外技術職員の国家

試験及び資格制度について

確認し、M/Dに記載する。

（類似機関の設立）

　インドネシア側より、将

来カリマンタンもしくはイ

リアンジャヤに類似機関を

設立したい意向が表明され

たが、時期等の詳細につい

ては未定とのことであっ

た。

　OMTCが想定している訓
練生は、Skilled Manpow-
er（M/DではSupervisors
で合意した）である。

　OMTCは現在訓練生を受
け入れていない。2000年研

修計画では訓練生をオンビ

リンにて操業中のPTBA（国

有石炭会社）職員が年間

175名、民間企業職員が年

間125名としている。

　プロジェクト開始後は新

卒者は受け入れず、上記の

ほか、中央及び地方政府の

鉱山関連担当者を訓練生と

することとしている。

　坑内炭坑関連の資格は16

の資格が鉱山総局により制

定されており、また将来21

が追加される予定である。

各資格リストをM/Dに添付
した。

　今後の資格制度の整備が

プロジェクトの実施可能性

確保に必要である旨合意

し、M/Dに記載した。
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要　請　内　容　等 対　処　方　針 調査・協議結果

３）資金調達

２　内容

(1) 名称

　複数案のキャッシュフローを条件

（海外援助、受講料、拠出金）を変え

て比較した結果、以下の案がもっとも

妥当としている。

　「インドネシア政府がセンターの土

地、建物を負担し、外国から専門家と

必要機材を支援してもらう場合には、

（民間炭鉱から徴収する拠出金が）生

産トンあたりRp19が必要となる」

（和）

インドネシアオンビリン鉱山訓練学校

設立

（英）

Establishment of Ombilin Mines
Training College (OMTC) in the
Republic of Indonesia

　C/P職員給与、施設維持
費用、運営費などの必要経

費及び予算の要求方法、執

行方法、本プロジェクト実

施に対する特別予算の確保

の可能性を確認する。

　また拠出金に関し、民間

石炭業界の坑内掘技術者育

成のニーズについても調査

し、可能であればM/Dに記
載する。

（和）

インドネシア石炭鉱業技術

向上プロジェクト

（英）

Coal Mining Technology
Enhancement Project at
Ombilin Mines Training
College in the Republic of
Indonesia

　上記を元に、本プロジェ

クトの協力内容に適した名

称をインドネシア側と協議

し、結果をM / Dに記載す
る。

　PTBA及び民間企業から
の訓練生の受講料、滞在

費、交通費は訓練生の所属

先負担としている。中央及

び地方政府の鉱山関連の担

当者の受講料、滞在費、交

通費はローカルコストに計

上しO M T C負担としてい
る。OMTCの運営費はすべ
て鉱山総局からの特別会計

予算及び財政投融資予算

（石炭業界からのロイヤル

ティーを含む）である。

　インドネシア側より５年

間で148億8,000万ルピア

（約１億8,900万円＝調査

時点）をローカルコストと

して負担する旨説明があ

り、ローカルコスト表を

M/Dに添付した。
　2001年度からインドネシ

ア政府の予算年度と暦年が

同じとなるため、OMTCの
来年度予算要求は2000年８

月、承認は12月との説明が

あった。

　左記について合意し、

M/Dに記載した。
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要　請　内　容　等 対　処　方　針 調査・協議結果

国家開発企画庁

（BAPPENAS: National
    Development Planning Agency）
（推）

鉱山エネルギー省鉱山総局

（DGM: Directorate General of
    Mines, Ministry of Mines and
    Energy）
（案件調査票）

鉱業技術人材開発センター

（MDCM: Manpower Development
    Center for Mines）

To upgrade and strengthen the
existing training college "Ombilin
Mines Training College (OMTC)
located in West Sumatra in the area
close to active coal mining.

　BAPPENASの意向を確
認する。

　機構を確認し主管官庁を

M/Dに記載する。
またプロジェクトへの期待

及びD G Mにおけるプロ
ジェクトの位置づけを確認

する。

　左記を確認し、M/Dに記
載する。

石炭鉱業従事者

　上記を確認し、M/Dに記
載する。

インドネシア全土

　上記を確認し、M/Dに記
載する。

　「インドネシア国の坑内

炭鉱技術が向上する」

　上記を提案し、協議結果

をM/Dに記載する。

　「オンビリン鉱業専門学

校が坑内炭鉱技術者を養成

できる」

　上記を提案し、協議結果

をM/Dに記載する。

　BAPPENASの担当者に
プロジェクト実施体制への

協力を申し入れた。

　主管官庁としてM/Dに記
載した。また総局長がM/D
に署名した。

　左記を確認し、M/Dに記
載した。

　インドネシア側より訓練

生候補は監督官クラスとす

る旨説明があり、Supervi-
sorsとすることで合意し、
M/Dに記載した。

　左記を説明し、合意のう

えM/Dに記載した。

　左記を説明し、合意のう

えM/Dに記載した。

　坑内炭鉱技術者について

インドネシア側より"Cent-
ral and Provincial Govern-
ment Officials and Private
Company Emplo-yees"を
訓練生候補としている旨説

明があり、協議した結果、

養 成 対 象 の 英 文 を

Supervisorsと表記するこ
とで合意しM / Dに記載し
た。

(2) 関係機関

１）援助窓口

　機関

２）主管官庁

(3) 実施機関

(4) ターゲット

　グループ

(5) ターゲット

　エリア

(6) 上位目標

(7) プロジェク

　ト目標
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要　請　内　容　等 対　処　方　針 調査・協議結果

R/D署名から５年間

　西スマトラ州サワルント、オンビリ

ン鉱山専門学校（OMTC）

　左記を確認し、M/Dに記
載する。

　JICA開発調査において
は炭鉱数及び坑内掘炭鉱数

と石炭生産量を考慮し、東

カリマンタンが想定されて

いる。本プロジェクト要請

におけるプロジェクトサイ

ト選定の経緯を聴取し、類

似機関設立予定の有無、役

割分担や予算配分で競合す

る可能性について確認す

る。

　左記を視察、確認しM/D
に記載する。

　インドネシア側より、生

徒の採用権限はインドネシ

ア側にあることを明記して

ほしい旨申し入れがあり、

M/Dに記載した。

　左記を確認し、M/Dに記
載した。

　左記を視察し、M/Dに記
載した。

（OMTCは州都パダンから
東へ約99㎞の西スマトラ州

サワルント市（人口約５万

6 , 0 0 0 人）に位置してい

る。パダンから片側１車線

の舗装道路で結ばれてお

り、また石炭積出港テルク

バユールとの間に石炭搬送

のための鉄道が敷設されて

いる。同市には国有石炭会

社（PTBA）が運営するオ
ンビリン炭鉱が存在する。

OMTCは1916年にオランダ
政府によりオンビリン炭鉱

直属の学校として創立さ

れ、第２次世界大戦中は一

時期日本人による運営もさ

れた。その後、鉱山エネル

ギー省の所属となり、オー

ストラリアのジョン・バッ

トマンとのジョイントベン

チャー契約による運営を経

て現在に至っている）

(8) 協力期間

(9) プロジェク

　トサイト



項　　目
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要　請　内　容　等 対　処　方　針 調査・協議結果

　以下を提案し、協議結果

をM/Dに記載する。
・坑内炭鉱採掘技術

・坑内炭鉱保安技術

・坑内炭鉱機械技術

・坑内炭鉱電気技術

・坑内炭鉱環境技術

　また専門家及びC/Pの安
全管理の観点より、技術移

転において入坑しての実習

及び坑内外発破実習（管理

を含む）は行わない。

　以下を提案し、協議結果

をM/Dに記載する。

１　プロジェクトの管理・

運営体制が確立される。

２　C/Pによる坑内炭鉱関
連機材の操作・保守管理

体制が整備される。

３　C/Pが坑内炭鉱に関す
る

・採掘技術者養成

・保安技術者養成

・機械技術者養成

・電気技術者養成

・環境技術者養成

各コースを開講するため

の基盤が整備される。

４　オンビリン鉱業専門学

校において坑内炭鉱に関

する

・採掘技術者養成

・保安技術者養成

・機械技術者養成

・電気技術者養成

・環境技術者養成

各コースが開講されてい

る。

　技術移転項目について

は、左記を確認し、M/Dに
記載した。

　また石炭生産管理と地質

探査の概論を坑内炭鉱採掘

技術に含むこととし、M/D
に記載した。

　日本側より技術移転活動

には坑内での実習と本物の

火薬類を使う実習は含まれ

ない旨説明し、M/Dに記載
した。

　インドネシア側より技術

移転活動には坑内での実習

と火薬類の模造品を使う実

習は含まれるよう強い要望

があり、その旨M/Dに記載
した。

　左記を確認し、M/Dに記
載した。

(10) 技術移転項

　目

(11) 成果

１）生産管理（計画と原価管理含む）

２）採掘技術（露天掘と坑内掘）

・機械技術

・電気技術

・保安技術（救急含む）

３）環境管理技術（選炭と品質管理）



項　　目
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要　請　内　容　等 対　処　方　針 調査・協議結果

　以下を提案し、協議す

る。

1-1 計画に従い人員を配置

する。

1-2 業務分掌を明確化す

る。

1-3 業務活動計画を策定す

る。

1-4 プロジェクトの施設、

設備を整備する。

1-5 年間活動計画を策定す

る。

2-1 機材の調達・据付・保

守計画を策定する。

2-2 機材の調達・据付・保

守を実施する。

2-3 機材運用・保守マニュ

アルを作成する。

3-1 各技術者養成コースの

計画を策定する。

3-2 各技術者養成コースの

カリキュラム・教材を整

備する。

3-3 研修生募集計画を作成

する。

3-4 研修生を募集する。

4-1 C / Pが各技術者養成
コースの講義に必要な知

識を習得、講義する。

4-2 C / Pが各技術者養成
コースの現場実習に必要

な機材取り扱い技術を習

得、講義する。

4-3 各技術者養成コースを

評価する。

　左記を確認し、P D M
（プロジェクト・デザイ

ン・マトリックス）に記載

のうえM/Dに添付した。

(12) 活動



項　　目
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要　請　内　容　等 対　処　方　針 調査・協議結果

　技術移転内容及び範囲に

ついて絞り込みを行ったう

えで、以下の日本側投入案

の検討を行い、結果をM/D
に記載する。

（長期７分野）

１　チーフアドバイザー

２　業務調整員

３　採掘技術

４　保安技術

５　機械技術

６　電気技術

７　環境技術

　鉱山経営評価（計画と原

価管理含む）については短

期専門家で対応することと

する。

　研修員受入は現地での技

術移転活動の補完であるこ

とを説明する。可能であれ

ば分野、人数についてプロ

ジェクト内容に照らし協議

し、結果をM / Dに記載す
る。

　なお、詳細については短

期調査で協議することをイ

ンドネシア側に伝え、その

旨を記載する。

　プロジェクト開始後の

F/Sは実施しない。
　技術移転に必要な最低限

の関連機材の供与を検討し

ていることを説明するとと

もに環境整備を含め最大限

インドネシア側に応分の負

担を求めたい旨説明し、理

解を得るとともに、詳細に

ついては短期調査時に決定

することを説明し、その旨

をM/Dに記載する。

　左記を確認し、M/Dに記
載した。

　左記を確認し、M/Dに記
載した。

　左記を確認し、その旨

M/Dに記載した。
　またOMTCの既存機材リ
スト、OMTCからの要請機
材リスト（日本側提案機材

への追加分）及び日本側提

案機材リストをM/Dに添付
した。

（長期10名）

１　チームリーダー

２　地質

３　採鉱

４　鉱山保安

５　選炭

６　分析

７　電気

８　機械

９　システム工学

10　鉱山経営評価

11　コーディネーター

　年間３名程度

　プロジェクト１年目に実施される

F/Sの中で要求、決定する。

(13) 日本側投入

１）専門家

２）研修員受入

３）供与機材



項　　目
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要　請　内　容　等 対　処　方　針 調査・協議結果

(14) インドネ

　シア側投入

１）建物建設等

ａ）土地所有者

ｂ）サイト地図

ｃ）建物平面図

ｄ）建物所有者

ｅ）電気、ガス、

　水の供給状況

２）機材、維持

　管理

　現OMTC施設を活用する

　本調査時ではインドネシ

ア側のOMTCの将来構想と
現有機材を調査のうえ、本

プロジェクトで必要な最低

限の機材の概要を機材リス

トに優先順位、概算額をつ

けて作成し、リストをM/D
に記載する。

　また機材通関の際の諸費

用、メンテナンス費用等の

ランニングコストはインド

ネシア側が負担することを

伝えるとともにその旨M/D
に記載する。

　またプロジェクト開始前

に５年間の概算予算、計画

をたてるため、事前調査時

での機材供与の概要を決定

する必要がある。

（別添機材計画総括表参

照）

優先Ａ　２億300万円

優先Ｂ　２億4,820万円

優先Ｃ　３億6,270万円

　OMTC施設を視察すると
ともに、項目a)からe)につ

いて調査し、結果をM/Dに
記載する。

OMTCの施設を視察した。
ａ）土地所有者　OMTC
ｂ）サイト地図　M/Dに添
付した。

ｃ）建物平面図　M/Dに添
付した。

ｄ）建物所有者　OMTC
ｅ）電気、ガス、水の供給

状況　良好
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－15－

要　請　内　容　等 対　処　方　針 調査・協議結果

３）C/P及びス
　タッフの配置

ａ）C/P

ｂ）スタッフ

ｃ）研修生の

　確保

　現有23名がC/P候補では
あるが、プロジェクト開始

時の人員、専門分野及び必

要人員を調査しその旨M/D
に記載する。

　現在、OMTCの職員は23
名である。このうち13名は

国有石炭会社（PTBA）か
らの派遣職員である。

　PTBAからの派遣職員は
PTBAから給与が支給され
ており、残りは、OMTC固
有職員である。

（上原レポート）

　最新の人員配置及び来年

度以降のOMTCの将来計画
（C/P数、コース数、養成
人員、資格付与）予定を確

認し、M/Dに記載する。ま
た可能であればOMTCにお
ける定員増員要求及びその

配置の仕組み、方法等を確

認し、M/Dに記載する。

　J I C A開発調査におい
て、（東カリマンタンを想

定した）訓練センターの設

立には有資格等の取得を義

務づけ、修了証を発行する

ことが必要としている。

　OMTCの研修生確保の見
通しとその根拠、また関連

してインドネシアにおける

坑内外技術職員の国家試験

及び資格制度について確認

し、M/Dに記載する。

　左記を確認し、C/Pリス
トをM/Dに記載した。

　左記を確認した。また現

在、OMTCの校長ポストは
空席となっており、校長代

理がPTBAから派遣されて
いる。プロジェクト開始前

に校長を任命するようイン

ドネシア側に申し入れた。

　また実施機関本部内で部

長級の人材から任命される

ようインドネシア側に申し

入れた。

（資格制度については１-

(3)-2)「訓練生の確保」参

照）

（研修生の確保については

１- ( 3 ) - 2 )「訓練生の確

保」参照）
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要　請　内　容　等 対　処　方　針 調査・協議結果

ｄ）ローカルコ

　スト負担

３　実施体制

(1) 実施機関

　（MDCM）
１）設立の経緯

２）活動内容

３）組織体制

４）予算

５）人員配置

(2) 総括責任者

　（Project
　　Director）

(3) 実施責任者

　（Project
　　Manager）

　５億ルピア（US＄500,000） 　５年間で左記の予算を提

案しているが、C/P職員給
与、施設維持費用、運営費

などの必要経費について調

査する。予算の要求方法、

執行方法、本プロジェクト

実施に対する特別予算の確

保の可能性などについて確

認するとともに、M/Dに記
載する。

　左記について確認しM/D
に記載するとともに将来計

画について聴取する。

　鉱山総局（DGM）の配
置計画を確認のうえ、最適

なプロジェクト・ダイレク

ターを選出しM/Dに記載す
る。

　鉱業技術人材開発セン

ター（MDCM）の配置計
画を確認のうえ、最適なプ

ロジェクト・マネージャー

を選出しM/Dに記載する。
またプロジェクトサイトが

MDCM本部と離れている
ため、サイトに常駐してい

る人員を何らかの形（副マ

ネージャー等）でマネージ

メント責任に参画するよう

提案する。

（ローカルコストについて

は１-(3)-3)「資金調達」

参照）

　左記について確認し、組

織図をM/Dに添付した。

　鉱山総局長をプロジェク

ト・ダイレクターとするこ

とで合意し、M/Dに記載し
た。

　鉱業技術人材開発セン

ター長をプロジェクト・マ

ネージャーとすることで合

意し、M/Dに記載した。
　またプロジェクトサイト

とMDCM本部が離れてい
るため、プロジェクトサイ

トに常駐するOMTC校長を
プロジェクト・マネー

ジャー代理とすることで合

意し、M/Dに記載した。
　暫定プロジェクト実施体

制図をM/Dに記載した。
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要　請　内　容　等 対　処　方　針 調査・協議結果

(4) 合同調整委

　員会（JCC）

(5) 運営管理

１）プロジェク

　ト・サイクル

　・マネジメン

　ト（PCM）
２）モニタリン

　グ

３）終了時評価

４　その他

(1) R/Dの説明

(2) 使用言語

(3) 生活環境

(4) スケジュー

　ル及び次回調

　査団

　最低年１回開催、必要に応じ随時 　合同調整委員会（JCC）
の役割を説明し、M/Dに記
載する。

　また毎年調査団が派遣さ

れないこともあるため、調

査団派遣がなくともプロ

ジェクトの進捗確認等を行

い、次年度の年次活動計画

の策定・承認のために日

本・インドネシア双方が主

体的に委員会を実施してい

く必要がある旨説明し、理

解を得るとともに、その旨

M/Dに記載する。

　P C Mに基づく運営管理
手法及び評価手法（含む評

価５項目）を説明し、イン

ドネシア側の理解を得て、

M/Dに記載する。
　プロジェクト・デザイ

ン・マトリックス(PDM)
の完成は短期調査時とする

ことを説明する。

英語

　プロジェクト開始までに

短期調査、実施協議調査を

行う必要がある旨説明する。

　短期調査については2000

年７月、実施協議調査につ

いては2000年12月頃派遣を

検討中であり、追って連絡

する旨説明し、M/Dに記載
する。

　プロジェクト開始時期に

ついては2000年度中を検討

している旨回答する。

　左記を説明し、JCCの機
能、構成、開催頻度をM/D
に添付した。

　左記を説明し、評価５項

目についてM / Dに添付し
た。

　暫定P D M を作成し、
M/Dに添付した。

　R/Dについて説明した。

　左記を確認し、M/Dに記
載した。

　プロジェクトサイト近郊

の家屋を視察した。

　短期調査員派遣を2000年

５～７月、実施協議調査団

派遣を同年９～11月とする

スケジュールを説明しM/D
に記載した。

　インドネシア側より2001

年から予算年度と暦年が同

じとなるため、ローカルコ

スト確保のため遅くとも８

月までに実施協議調査団を

派遣してほしい旨強い要望

があり、M/Dに記載した。
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第３　調査団所見

３－１　主要協議結果

　インドネシア側との協議は、実施機関である鉱業技術人材開発センター（MDCM）とオンビリ

ン鉱業専門学校（OMTC）を中心に行われた。今回訪問した関係機関の本プロジェクトに対する

期待は大きく、どの機関も積極的な対応で受け入れていただいた。また、実施機関であるバンド

ンの鉱業技術人材開発センター（MDCM）には本プロジェクトを支援するためのコーディネー

ターが新規に配置されており、各関係機関での協議もスムーズに進めることができた。

　最初に、本プロジェクトの同国における位置づけ等に関する協議がなされた後、同調査団が用

意した本プロジェクトのコンセプト及びスコープ等についての説明を行い、プロジェクトでカバー

できる点などについての協議を行った。なお、我が国のプロジェクト方式技術協力の内容及び

PCM手法（特にPDMの意義）等の説明も併せて行った。

　その結果、対処方針に基づき、対処方針の内容に調査団が若干の修正を加えた基本計画（上位

目標、プロジェクト目標、成果、活動）を始め、技術移転内容、供与機材内容、活動計画

（PO）、暫定実施計画（TSI）等について、インドネシア側の理解をほぼ得ることができた。な

お、以下のいくつかの点で主たる変更がなされた。

(1) 副プロジェクトマネージャー

　プロジェクトマネージャー以外に、副プロジェクトマネージャーを設けた。これは、プロ

ジェクトサイトと実施機関本部の距離が離れていることによる、プロジェクト運営管理に支障

を来すことを避けるために勘案したものである。

(2) 技術移転項目について

　採掘技術の技術移転においては、生産管理、採掘技術（露天堀及び坑内堀）、機械技術、電

気技術、保安技術（救急含む）、環境管理（選炭と品質管理）から、坑内炭鉱採掘技術、坑内

炭鉱保安技術、坑内炭鉱機械技術、坑内炭鉱電気技術、坑内炭鉱環境技術の坑内石炭をつけた

５分野に限定した。これは、技術移転の効率化と移転効果の促進を考慮したものである。な

お、石炭生産管理技術と地質探査技術については、坑内石炭採掘技術に含まれる。

(3) ターゲットグループについて

　石炭鉱業従事者から“SUPERVISOR”に変更した。これは、インドネシア側の本プロジェ

クトの訓練候補生に対する説明を勘案したものである。
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(4) 技術移転方法について

　日本側は、入坑しての実習及び坑内外発破実習（管理を含む）は行わないと説明した。これ

に対し、インドネシア側は、坑内での実習と火薬類の模造品を使う実習を強く要望したため、

両者の意見を併記した。

(5) 専門家派遣について

　地質、採掘、鉱山保安、選炭、分析、電気、機械、システム工学、鉱山経営評価、業務調整

員の11分野から、チーフアドバイザー、業務調整員、採掘技術、保安技術、機械技術、電気技

術、環境技術の７分野の長期専門家と鉱山経営評価（計画と原価管理含む）の１分野の短期専

門家に変更した。これは、技術移転分野の内容及び範囲についての絞り込みを勘案したもので

ある。

(6) スケジュールについて

　短期調査員派遣を７月、実施協議調査団派遣は12月の予定を、短期調査員派遣５～７月、実

施協議調査団派遣９～11月に変更した。これは、インドネシア側の予算年度変更による実施協

議団を８月までに派遣してもらいたいとの要請を考慮したものである。

　なお、次回の短期調査及び実施協議時までに準備しておくこととして、以下のような点が挙

げられる。

１）年間活動計画

２）研修計画

３）坑内実習技術移転代替案

４）現有機材及び要請機材に基づく供与機材計画（仕様）

５）機材配置計画

６）ローカルコストの試算

７）プロジェクトデザインマトリックス

８）長期専門家のリクルート

３－２　プロジェクト実施計画

(1) 目的

　インドネシアの石炭生産計画は今後とも増加していくが、その割合は現状大半を占めている

露天掘から今後徐々に坑内掘へと移行している。しかしながら、現在の坑内炭鉱技術では生産

計画の達成は難しく、坑内炭鉱技術者の育成が急務となっている。このことは、石炭の輸入大

国である日本においてもエネルギーの安定確保の面で、大きな問題である。
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　そこで、インドネシアと協議のうえ、本プロジェクトの目標及び成果を下記のように設定し

た。

１）上位目標

　インドネシア国の坑内炭鉱技術が向上する

２）プロジェクト目標

　オンビリン鉱業専門学校が坑内炭鉱技術者を養成できる

３）成果

ａ）プロジェクトの管理・運営体制が確立される

ｂ）C/Pによる坑内炭鉱関連教材の操作・保守管理体制が整備される

ｃ）C/Pが坑内炭鉱に関する

・採掘技術者養成コース

・保安技術者養成コース

・機械技術者養成コース

・電気技術者養成コース

・環境技術者養成コース

を開講するための基盤が整備される

ｄ）オンビリン鉱業専門学校において坑内炭鉱に関する

・採掘技術者養成コース

・保安技術者養成コース

・機械技術者養成コース

・電気技術者養成コース

・環境技術者養成コース

が開講されている

(2) 実施計画概要

　上記の目標を達成するためには、各成果（a)～b)）に対してプロジェクト期間中に下記の活

動を行う必要がある。

ａ）１　計画に従い人員を配置する

２　業務分掌を明確化する

３　業務活動計画を策定する

４　プロジェクトの施設、設備を整備する

５　年間活動計画を策定する

ｂ）１　機材の調達・据付・保守計画を策定する
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２　機材の調達・据付・保守を実施する

３　機材運用・保守マニュアルを作成する

ｃ）１　各技術者養成コースの計画を策定する

２　各技術者養成コースのカリキュラム・教材を整備する

３　研修生募集計画を作成する

４　研修生を募集する

ｄ）１　C/Pが各技術者養成コースの講義に必要な知識を習得、講義する

２　C/Pが各技術者養成コースの現場実習に必要な機材取り扱い技術を習得、講義する

３　各技術者養成コースを評価する

３－３　相手国のプロジェクト実施体制

(1) 実施機関の組織及び事業概要

　インドネシアの実施機関は、バンドンにある鉱業人材開発センター（MDCM: Manpower

Development Center for Mines）であることを確認した。この機関はインドネシアの石炭、

金属、非金属等のすべての鉱業技術者を育成する機関であり、鉱山管理者や技術者は一定の資

格を得るために全国からこのMDCMに集まり講習を受けている。

　一方、実施サイトは西スマトラ州サワルントにあるオンビリン鉱業専門学校（OMTC:

Ombilin Mines Training College）であるが、インドネシア側はこのOMTCをMDCMの一部

局に位置づけるなど、本プロジェクトに対する実施体制の構築を積極的に図っている。

　なお、この学校は1916年にオランダにより設立され、その後インドネシアにより運営されて

きたものの、運営状況は厳しく閉校、開校を繰り返えすとともに、学校名も変えながら存続し

てきた。現在のOMTCに改名されたのは1996年で、この時オーストラリアの教育機関である

ジョン・バットマン社と契約し再起したが、1998年の通貨危機に伴い、インドネシア側の負担

も大きくなりジョン・バットマン社は退いた。その後のOMTCは実質的には閉校状態であっ

たが、維持管理のための費用を特定の研修を受け入れたり、講師を現地へ派遣したりして現在

まで運営してきた。

　しかし、このOMTCは昨年までは石炭公社（PTBA: PT. Tambang Batubara Bukit Asam）

の運営下にあっが、現在はMDCMの上位機関かつ本プロジェクトの主管官庁である鉱山総局

（DGM: Directorate General Mines）の管理下に移ったことから、政府の全面的なバックアッ

プが期待できる。

(2) プロジェクトの組織及び関係機関との関連

　インドネシア側の総括責任者（Project Director）は鉱山総局長であり、実施責任者（Proje-
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ct Manager）は鉱業人材開発センター所長であることを確認した。また、実施サイトが

MDCM本部より離れていることから、OMTCの校長を代理実施責任者（Deputy Project

Manager）とし、部長以上の管理者クラスを配置することを併せて確認した。

　また、本プロジェクト推進のためインドネシア実施体制の中に選任の調整員を配置するよう

申し入れた。

(3) プロジェクトの予算措置

　インドネシア側は本プロジェクトが円滑に推進するよう予算措置を行うことを確認した。当

初、インドネシア側の要請文にはローカルコスト５億ルピア（US＄500,000）としていたが、

今回調査では５年間で148億8,000万ルピア（約１億8,900万円：調査時点）と大幅に見直しし

ている。また、2001年度からの予算は暦年となるため、予算要求は2000年８月、確定は12月に

変わったとのことである。

　OMTCの運営費はすべて鉱山総局（DGM）からの交付金（石炭業界からのロイヤルティを

含む）となる。

(4) 建物・施設等の計画

　OMTCに現有する主な建物は、以下のとおりである。

・講師事務室及び教学棟：４棟

（事務室、教室４室、図書室１室、製図室１室、コンピューター室１室）

・露天掘の重機をはじめとする機械・電気機器を収納している実習棟：１棟

・学生宿舎：２棟（４階／棟：合計93名収容）

・多目的ホール：１棟（500人収容：式典や食堂に利用）

・その他：ガレージ（１棟）、ミュージック室（１棟）、バスケットコート、運動場

　総敷地面積は２万1,352㎡で、プロジェクトを行うにあたっては十分な広さを有している。

　OMTCの計画では、講師事務室及び教学棟を改築して長期専門家の事務室を設ける考えで

ある。しかしながら、日本側としては改築しても狭いと思われるので、新規に長期専門家用事

務棟を建てるよう申し入れていきたい。また、日本からの供与機材を収納すべく建家や水処理

などの付随した施設も必要になってくるものと思われるので、この建物及び関連施設の新規建

設に対しては短期調査時で確認したい。

　現在、OMTCは教学棟、学生宿舎及び多目的ホール、台所を改築・修理する費用（見積も

り）をMDCMに申請している。
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(5) C/Pの配置計画

　今回の調査でインドネシア側が計画しているC/Pは合計31名であることを確認した。その内

訳は以下のとおりである。

・OMTC：10名（機械６名、電気３名、採鉱１名）

・PTBA（オンビリン炭鉱）：７名（保安１名、採鉱２名、電気２名、機械２名）

・MDCM：14名（採鉱11名、保安３名）

(6) 政府関係機関の支援体制

　インドネシアにおける石炭関連機関の組織は、鉱山エネルギー省（Ministry of Mines and

Energy）の下に鉱山総局（DGM）があり、その管理下には以下の５の局及びセンターがあ

る。

・鉱業人材開発センター（MDCM）

・鉱山技術局（DME: Directorate of Mining Engineering）

・鉱山振興開発局（DMED: Directorate of Mining Enterprise Development）

・石炭局（DOC: Directorate of Coal）

・鉱業技術研究開発センター

（MTRDC: Mineral Technology Research and Development Center）

　一方、DGMに直結した鉱山エネルギー省の地方事務所が全土に配置されており、本プロ

ジェクトのサイトであるオンビリンはパダン事務所が管轄となる。

　これらの関係機関は定期的な会合を設け、お互いの情報交換や協力要請を実施している。こ

のように、インドネシアの政府機関の支援体制はしっかりしており、本プロジェクトに対して

も各機関の支援を期待できる。

　近年、インドネシアにおいては地方分権化が進められており、この点からも特に鉱山エネル

ギー省のパダン事務所の協力は大きな支援になるものと考える。

　また、学校機関の協力支援も期待できる。現在インドネシアでは鉱業技術者、特に石炭技術

者の育成を重視し、学校と一体となり人材育成計画を進めている。MDCMのあるバンドンで

はバンドン工科大学がその協力校となっている。OMTCのあるオンビリンでは、パダン市に

あるパダン国立大学がDiploma III（短期大学同等の資格）として、2000年８月から土木部の

中に鉱山学科を新設するとのことである。

　しかしながら、各大学においてもまだ坑内炭鉱技術分野の学部学科はなく、今後この分野の

講師育成及び学部学科の新設が望まれている。
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３－４　専門家の生活環境

(1) 住宅事情

　プロジェクトサイトであるOMTCは西スマトラ州の州都であるパダン市から東へ約95㎞離

れた山間にあり、風光明媚ではあるが民家は少なく、人口５万６千人以上もいるとは思えな

い、日本の山村に近い感じを受けた。

　このような田舎町の環境でもあることから、長期専門家の住宅の確保は容易でないと思われ

た。しかし、サワルント市では現在開発計画が進められており、OMTCプロジェクトに対し

てはサワルント市も全面的に協力するとのことであり、詳細については短期調査時に確認する

こととした。

　今回は１つの候補地である家屋を視察した。また、サワルント市に隣接しているソロック市

はかなり大きな町であり、ソロック市まででれば長期専門家の住宅確保は容易とのことであっ

た。ただし、OMTCから車で約40分ほど離れている。

(2) 教育事情

　山間部に位置するサワルント市及び隣接するソロック市では、長期専門家の子女を教育する

施設及び環境は整っていないようである。

　ちなみに、サワルント市には幼稚園19、小学校72、中学校10、高等学校８がある。（1998年

調べ）

(3) 治安事情

　西スマトラ州は、インドネシアの中でも最も治安は安定した場所である。この理由からもイ

ンドネシア側はプロジェクトのサイトをOMTCに選定している。

(4) 食糧事情

　西スマトラ州では有名なパダン料理があるが、日本人にとっては辛く長期にわたって食べる

のは問題があると思われる。

　しかし、この地域は土地も肥えており、インドネシアの中でも野菜や果物は豊富で、しかも

パダン市まで行けば新鮮な魚介類も入手でき、食材の確保には問題ない。

　一方、食材は確保できても日本人にあった料理ができるかが問題となるが、OMTCの近く

にはオンビリン炭鉱があり、この炭鉱へは日本人の訪問者も多く、ゲストハウスで出される料

理は日本人からも好評を受けているほどおいしく、この点は問題ないものと思われる。
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(5) 医療事情

　オンビリン炭鉱の保有する炭鉱病院や地方医療所が数か所にあるとのことである。

３－５　総括

　今回の一連の協議及び関連施設の視察等を通じ、同国における鉱業部門の重要性について再認

識させられることとなった。インドネシアの石炭埋蔵量は最新の統計（Dec. 31, 1999）によれば、

388億7,000万トンで、このうち可採埋蔵量は53億7,000万トンである。1997～1998年の経済危機に

もかかわらず、生産量は着実に増加し、1999年では年産7,360万トンに達している。一方、全エネ

ルギーに占める石炭の割合は経済危機前の1995/1996の８％から経済危機後の1998/1999では10％

であり、石炭の需要は確実に増加傾向にある。

　しかしながら、石炭生産の大半は露天掘からであり、このままでは良質な瀝青炭の埋蔵量が将

来枯渇することが予想されることから、インドネシアにとって、坑内採掘技術の習得は石炭産業

の発展にとって緊急の課題となっている。したがって、本プロジェクト実施による坑内炭坑技術

者の養成は、インドネシアの石炭産業の発展に対して非常に高い意義をもつと思われる。

　また本プロジェクトの実施可能性は、上述した実施体制の整備状況などにより非常に高いと考

察され、今後、本プロジェクトを前向きに検討していくことが、インドネシアの石炭産業の振興

のみならず、エネルギー部門の発展、輸出による国際収支の改善等からも望ましいことであると

判断される。
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第４　インドネシアの石炭産業の現状

　インドネシアの石炭産業の現状として、1997年にJICAが取りまとめた「インドネシア共和国石

炭生産拡大のための人材育成M/P調査」（鉱調資、JR、97-099）から以下に抜粋した。

４－１　石炭産業の歴史的変遷

　インドネシアの国家エネルギー政策の下、政府は1981年以来、大規模な炭鉱を確保するため、

国営炭鉱会社（PTBA）を設立するとともに、同年に布告された大統領令第49号により、炭鉱開

発、石炭輸出をめざし外資系会社９社、民族系会社２社の計11社とのP/S (Production Sharing)コ

ントラクト契約を締結した（第１世代という）。

　これら11社のP/Sコントラクターのうち、９社が既に生産しており、残り１社は1997年３月から

生産開始の予定であり他１社は探査を終了し、F/Sの段階にある。

　引き続きインドネシア政府は将来の石炭需要を見込み、1992年CCC (Coal Cooperation Contract)

を発表し、1993年には新しいP/Sコントラクト契約（21鉱区）を締結した（第２世代）。

　これらP/Sコントラクターは現在探査、F/Sの段階にあり、生産までにはまだ５年の期間は必要

であり、53社が基本契約を締結し、うち19社は既にPTBAと基本契約を締結し、１年間の探査許可

を受けた（第３世代）。

　第１世代、第２世代コントラクターを図１に第３世代コントラクターの一部を図２に示す。前

述のP/S契約は内容が見直され、1996年度以降は後述するCCOW (Coal Contract of Work)に基づ

いて行われている。これらP/SコントラクターのほかにPTBA傘下の２炭鉱（オンビリン炭鉱、タ

ンジュン・エニム炭鉱）があり、小規模の民間炭鉱（KP）及び年産数万トン規模の村単位協同組

合（KUD）の経営する炭鉱がある。

　石炭生産量の推移については図３に示す開発形態別石炭生産実績に見るように1989年以降石炭

生産は急激に増加しており、増産の主力はスマトラのPTBA、東・南カリマンタンの第１世代コン

トラクターの大規模露天掘である。

４－２　石炭資源

　インドネシアの石炭は、一部に古生代（二畳・石炭紀）の石炭が見られるものの、経済的な意

義のあるものはすべて第三紀層中に賦損する。

　表１の地域別・確度別炭量表に見るごとく、インドネシアの石炭埋蔵量は約360億トンで、約68

％がスマトラ島、32％がカリマンタン島に存在し、その他の地域には１％以下に過ぎない。しか

しながら、探査の不十分なイリアンジャヤなどの調査が進めば、さらに増えるものと予想される。

総石炭埋蔵量のうち、確定埋蔵量は約48億トンである。
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　また、表２の炭種別石炭埋蔵量に示すように炭質は亜れき青炭及び褐炭が約85％を占め、輸出

向きのれき青炭は15％に過ぎない。

４－３　生産方法

　生産は前述のとおり大別してPTBA、CCOW、KP、KUDに分類され、近年の実績は図３のとお

りである。増産の主力はPTBA、CCOWであることが分かる。

　インドネシアの石炭採掘は後述するようにオンビリン炭鉱の一部及び東カリマンタン・マハカ

ム河流域の２つのKP炭鉱（115社中10社のみ操業）以外はすべて露天採掘により実施されている。

(1) 露天掘（O/C）

　PTBA及びCCOWによる大規模露天採掘はトラック＆ショベルによるオープン・ピット方式

での剥土、採炭、運搬で操業している。BWE（バケット・ホイールックスカベータ）方式を

採用しているのはタンジュンエニム炭鉱のアイル・ラヤ鉱のみである。

(2) 坑内堀（U/G）

　現在の坑内堀はPTBAオンビリン炭鉱、カリマンタンのマハカム河流域にあるキタディン社

のウンバルト炭鉱並びにファジャル・ブミ・サクティ社のクタイ炭鉱の３炭鉱のみで、現在生

産70万トン程度である。
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図１　石炭コントラクター（第１世代、第２世代）
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図２　石炭コントラクター（第３世代）

図３　形態別石炭生産実績



－30－

（百万トン） 

確 
地域 

Mesured 
（確定） 

Indicated 
（推定） 

Inferred 
（予想） 

Hypothetic 
（仮定） 

Total ％ 

SUMATRA 2,888 11,166 2,280 8,343 24,677 68 
 North - 1,272 2 433 1,707 5 
 Central 718 2,371 58 1,019 4,166 11 
 South 2,143 7,506 2,204 6,891 18,744 52 
 Bengkulu 27 17 16 - 60 0 
KALIMANTAN 1,986 1,494 2,789 4,231 11,500 32 
 West 2 69 211 1,838 2,120 6 
 South 1,113 668 1,848 - 3,629 10 
 East 871 757 1,730 1,957 5,315 15 
 Central - - - 436 436 1 
JAVA 12 29 - 20 61 0 
SULAWESI 5 12 7 - 24 - 
IRIAN JAYA - 79 4 - 83 0 
 Sub-Total 4,891 12,780 6,080 12,594 36,345 100 
Total Production  
(1965-1993) 

75 - - - 75  

Total 4,816 12,780 6,080 12,594 36,270  

出典：石炭局、1993 

（百万トン） 

地 域 名 無煙炭 瀝青炭 亜瀝青炭 褐 炭 合 計 

SUMATRA 132 651 2,585 21,309 24,677 
 North   1,707  1,707 
 Central 4 473 380 3,309 4,165 
 South 128 178 438 18,000 18,744 
 Bengkulu   60  60 
KALIMANTAN  4,560 6,940  11,500 
 West  1,976 144  2,120 
 South  1,323 2,306  3,629 
 East  825 4,490  5,315 
 Central  436   436 
JAVA  15 46  61 
SULAWESI   24  24 
IRIAN JAYA   83  83 

合  計 
132 

(0.4%) 
5,226 

(14.4%) 
9,678 

(26.6%) 
21,309 

(58.6%) 
36,345 

出典：石炭局、1993 

表１　地域別・確度別炭量表

表２　炭種別石炭埋蔵量
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第５　採掘技術の移転

５－１　技術移転の基本計画

(1) 協力の方針

　我が国の本プロジェクトに対する協力方針は以下のとおりである。

１）長期専門家及び短期専門家の派遣

２）C/Pの受入研修

３）技術移転項目

・坑内炭鉱採掘技術

・坑内炭鉱保安技術

・坑内炭鉱機械技術

・坑内炭鉱電気技術

・坑内炭鉱環境技術

４）機材供与

・採掘技術教育機材

・保安技術教育機材

・機械技術教育機材

・電気技術教育機材

・環境技術教育機材

・事務、視聴覚機器

・業務用車両

　一方、インドネシア側の投入として下記の項目を確認しM/Dに記載した。

１）予算の確保

２）プロジェクトへの建家及び施設の供給

３）機器や設備の配置

４）センターへの人員配置

５）資格制度の整備

６）日本人専門家に対する特権措置、供与機材及び専門家が使用する携行機材に対する輸入関

税の減免措置

(2) 協力の範囲及び内容

　協力期間は実施協議（R/D）署名から５年間とした。また、ターゲットグループである訓練

生候補は“Supervisors”、ターゲットエリアはインドネシア全土とした。
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　技術移転活動においては専門家及びC/Pの安全管理の観点より、入坑しての実習及び坑内外

発破実習は行わないと日本側から説明した。しかし、この技術移転活動に対しインドネシア側

からは坑内での実習と火薬類の模造品を使用する実習は含まれるよう強い要望があり、その旨

もM/Dに記載した。

(3) 協力部門別計画

　協力部門別計画については活動計画（PO: Plan of Operations）を作成し、M/Dに添付し

た。

(4) 専門家派遣計画

　日本からの長期専門家の派遣者は以下のとおり、７名である。しかし、機械技術と電気技

術、環境技術については、３分野で10年（２名＊５年）と計画しており、全体としては６名＊

５年となる。

１）チーフアドバイザー（５年）

２）業務調整員（５年）

３）採掘技術（５年）

４）保安技術（５年）

５）機械技術

６）電気技術　　（２名＊５年）

７）環境技術

短期専門家に関しては、必要に応じ各技術分野毎に適宜派遣する計画である。

(5) 研修員受入計画

　C/Pの日本での受入研修は、年間３名程度で確認した。

(6) 資機材供与計画

　日本からの供与機材として、下記の機材リストを提示し確認した。

１）坑内採掘技術

・模擬坑道

・支保システム

・発破システム

・採炭システム

・掘進システム

}



－33－

・地圧システム

・油圧システム

・圧気システム

・運搬システム

・測量作図システム

・地質調査ボーリングシステム

２）坑内保安技術

・ガス検定分析システム

・ガス炭塵爆発システム

・粉じん測定システム

・通気システム

・集中監視システム

３）坑内機械技術

・コンベアシステム

・ホイストシステム

・排水システム

・配管システム

・採掘機械システム

４）坑内電気技術

・防爆システム

・ケーブルシステム

・通信システム

・照明システム

５）環境技術

・環境測定（水質）システム

・選炭システム

・石炭分析システム

６）教育機材

・視聴覚システム

・データー分析、事務用機器

７）車両

　一方、インドネシア側から上記以外の追加機材リストが提示されたので、議事録に添付し

た。
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(7) ローカルコスト負担事業計画

　インドネシア側の負担するローカルコストにおいて要請内容では、５億ルピア（US＄

500,000）であったのに対し、今回の調査時では５年間で148億8,000万ルピア（約１億8,900万

円＝調査時点）であること確認し、ローカルコスト表をミニッツに添付した。

５－２　技術協力の妥当性

　インドネシアの石炭生産は年々増加しており、数年前の生産計画に沿ってその生産量は確実に

増えている。しかしながら、その大半は露天掘による生産量の増加であり、大規模な露天掘の開

発に対しては外資系会社によって行われているため、露天掘に関しては早くから海外の先進技術

が導入されてきた。

　一方で、インドネシアの地質条件及び現有炭鉱の立地条件を見ると、現在のような条件の良い

露天掘の長期存続は懸念されており、今後は内陸化せざるを得ない状況にある。しかし、外資系

会社の内陸開発は投資の面で問題があり、現在稼働している大規模露天掘が終われば撤退してい

くだろうと予想される。内陸化においてはインドネシアの気候及び土壌条件からインフラストラ

クチャーの整備は難しく、多額の費用が必要になるからである。

　インドネシア政府としては、今後安定的に高品位の石炭を確保するためには坑内掘に移行せざ

るを得ないとしており、将来の坑内掘生産量を増加傾向に計画している。したがって、坑内掘炭

鉱技術者の育成が大きな課題となっている。

　このようなインドネシアの実状から見て、本プロジェクトは坑内掘炭鉱技術者の育成を図るう

えで、C/Pへの技術移転は大きな役割を果たすものと考える。また、今回合意した各坑内掘炭鉱技

術の移転項目は妥当なものと考える。

５－３　協力実施にあたっての留意事項

　本プロジェクトの実施にあたっては、長期専門家の派遣及び機材供与が主となるものの、イン

ドネシアと日本との技術レベルに差があり、すべての坑内掘技術を長期専門家で移転することは

困難と考える。

　したがって、長期専門家で移転困難な特殊専門分野においては必要に応じて短期専門家の派遣

が必要であり、かつ日本国内に支援組織を配置し技術的な支援を行うとともに、各関連情報の収

集を支援してもらう必要があると考える。

　また、移転技術の普及の観点から教材としてのビデオ作成や新たなカリキュラムの開発も必要

になると考える。この点においても日本国内の支援が必要になる。

　長期専門家の生活状況や技術移転の進捗状況の把握も重要であり、この点については巡回指導

のため定期的に日本国内の専門家を派遣するとともに、インドネシア側との定期的な業務調整支

援委員会を開催する必要があろう。
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